
資料４

■地方創生加速化交付金事業

事業費
（千円）

実施内容
事業費
（千円）

実施内容 平成28年度 平成31年度

目標値 3,000人 30,000人

実　績 1,350人

目標値 5,000人 50,000人

実　績 1,350人

目標値 3人 30人

実　績 2人

目標値 5人 50人

実　績 1人

担当課・室

エンターテ
イメント事業
の参加者数

地方創生交付金事業の状況①

No 施策・事業名 概　要 予算上の事業名
平成28年度 KPI（重要業績評価指標）平成29年度

0

○街探索型GPSゲーム「2116 feel
＆color」及び「桐生観光ガイドアプ
リ」をPRしながら、利用状況などを
分析。

○今後、「waシステム」を活用し、
エンタメ・観光以外のコンテンツ
（見守り、防災、健康福祉等）を検
討しながら、利便性の高いシステ
ムとしての普及を目指す。

1

IoT技術を有効
活用した「新たな
しごと、人の流
れ」の創生、及
び地方創生重点
施策を加速化さ
せる環境整備事
業

中心市街地に多数のセ
ンサー等を設置し、GPS
と連動させながら、桐生
の街を舞台としたリアル
な現場体験とストーリー
性のあるエンターテイメ
ント事業を展開する。ま
た、IoT特化型エンジン
「waシステム」の構築を
行い、エンターテイメント
事業で蓄積する各種
データ等を有効活用し
ていける仕組みづくりを
行う。

ｗａシステム
の登録者数

本事業に関
連した創
業、雇用創
出人数

商店街にぎわい
創出・創業雇用
推進事業

80,000

○システムの骨格となる基盤整備
のため、ベースエンジンとなる「wa
システム」を開発するとともに、商
店街組合等に協力をいただきなが
ら、中心市街地の観光施設や商店
街等に高精度のセンサー等を取り
付け、IoT環境を整備。

○このシステムとセンサー、スマー
トフォンのGPS機能を連動させたエ
ンターテイメント事業として、映画
監督監修の下、桐生の街を舞台に
歴史的建物や商店街の各店舗の
周遊を促す街探索型GPSゲーム
「2116 feel＆color」のアプリを開発
するとともに、PR動画を作成。

○また、観光名所やお勧め店舗等
を、スタンプラリー形式で周遊さ
せ、観光情報の効果的な発信を可
能とする「桐生観光ガイドアプリ」を
併せて開発。桐生市の歴史をめぐ
るコースなど、3つのモデルコース
が用意され、それぞれ日本語、英
語、中国語の3ヶ国語で案内するこ
とが可能となっている。

○これら2つのアプリは、平成29年
1月からのサービス提供となり、非
常に寒い時期であったことから、
平成28年度中の登録者数は当初
予定より少なかったものの、WEBメ
ディアを活用した情報発信や、旅
行社と連携したプロモーション事業
を展開した結果、首都圏の若者が
多数集まったツアーが開催され
た。

産業政
策課

本事業に関
連した移
住・定住者
数



■地方創生推進交付金事業

事業費
（千円）

実施内容
事業費
（千円）

実施内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 578人減 521人減 464人減

実　績 485人減

目標値 14人 16人 18人

実　績 28人

目標値 20件 23件 27件

実　績 37件

地方創生交付金事業の状況②

No 施策・事業名 概　要 予算上の事業名

平成28年度 平成29年度 KPI（重要業績評価指標）

担当課・室

1
既存ストックの活
用による地方暮ら
しの推進

空き家や空き店舗などの既
存ストックを活用し、地方暮ら
しの移住・定住促進を図る。
地方暮らしのＰＲ及び体験、
支援を段階的に行うことで、
移住者へ切れ目のない支援
を行う。あわせて移住・定住
促進に不可欠な職・住に対
し、雇用の創出や仕事の場
づくり、空き家再生への支援
を行う。人口減少時代におい
て、持続的な都市を形成する
ためには、計画的な定住促
進を図る必要があるため、空
き家などの既存ストックを活
用することで拡散を抑えつ
つ、空き店舗の活用によるま
ちなかの活性化とコンパクト
シティに向けた計画を策定す
る。

小規模ビジネス育
成事業

立地適正化計画
策定事業

定住促進事業

712

(1)地方暮らし情報ＰＲ
●移住相談会出展費用　（謝礼・消耗
品）：60千円、（会場使用料）：156千円
首都圏で開催される全国規模の移住相談
会への参加や桐生市単独の移住相談会
を開催。
●メディアでの情報発信　（広告料）：430
千円
移住者向けの雑誌や新聞などへ広告を掲
載し、広く魅力を発信する。

(2)まちの活力創出事業
●コンパクトシティ計画の立案　（外部人
材招聘経費）：66千円
居住や都市機能の立地を誘導しコンパク
トなまちの形成によるまちの魅力の向上を
目指す計画の策定と、計画策定のため、
地元関係者や有識者を集め計画内容を
議論していただく場を設ける。

33,435

(1)地方暮らし情報ＰＲ
●移住相談会出展費用　（謝礼・記念品・消耗品・
保険料・会場使用料）：230千円
桐生暮らし相談会の開催や全国規模の移住相談
会へ出展し、桐生市の情報を全国へ向けてPRす
る。
●メディアでの情報発信　（謝礼・記念品・郵便料・
広告料）：996千円
様々な読者層を想定し、複数の移住者向け雑誌や
新聞などへ広告を掲載し、広く魅力を発信する。
●桐生暮らし情報発信　（印刷製本費）：81千円
桐生市の移住施策等をまとめたパンフレット（改訂
版）を作成し、効率的な桐生市の情報提供に繋げ
る。

(2)地方暮らし体験事業
●移住モニターツアーの実施　（委託料）：3,121千
円
市外在住者を対象に移住者の視点で実際に来て
まちなかを体験してもらい、その様子を記事にまと
めて発信することで、移住後の生活をより具体的に
思い描いてもらう。
●桐生暮らし体験　（謝礼・旅費・消耗品・保険料・
洗濯代）：166千円
空き家見学会やお試し暮らし住宅で桐生暮らしを
直接体験してもらったり、首都圏の会場でメディア
の記者を招いてトップセールスを行うことで、移住
後の生活をスムーズにスタートすることに繋げる。
●移住コンシェルジュによるサポート　（謝礼・旅
費・保険料）：51千円
移住者を移住についての全般をサポートする移住
コンシェルジュとして、移住相談会への同行や受け
入れ体制の相談など、行政だけでは対応できない
部分についてサポートしてもらうことで、移住後の
生活をスムーズにスタートすることに繋げる。

(3)職-住支援事業
●インキュベーションオフィス運営事業　（補助金）：
5,478千円
中心市街地にてインキュベーションオフィスを運営
する公益財団法人に対し補助金を交付する。創業
後間もない有望な企業を本市に取り込むことで新
たな産業の育成を図り、インキュベーションマネー
ジャーによる経営指導を行うことで企業成長を促
し、市内事業所との関係構築を図り市内定着を目
指す。
●小規模ビジネス育成事業　（補助金）：4,000千円
中心市街地にてコワーキング施設の運営するＮＰ
Ｏに対し補助金を交付する。交流や仕事の場を求
める人が自然に集まり、コミュニケーションを行うこ
とができるスペースを創出する。コワーキングス
ペースでは、創業や事業に関する勉強会を開催す
るなど、創業機運の醸成につながる取組を積極的
に実施する。また、クラウドソーシングを積極的に
活用し、子育てや介護のため、仕事に就けない市
民に対して、仕事の機会を提供する。
●創業チャレンジ支援事業　（補助金）：2,000千円
創業者にとって、事業に必要な備品購入や販路開
拓のため費用の負担は大きいが、有望な案件につ
いては、初期段階から事業化に向けたサポートが
必要である。優れたビジネスプランを描き、将来が
有望と認められる案件に対し、事業化を支援する
補助金を支出することで、市内での創業の活性化
を図る。

(4)まちの活力創出事業
●商店街活性化支援事業　（補助金）：1,200千円
商店街の賑わい創出や魅力向上等を図ろうとする
商店街団体や民間企業等に対して、費用の一部を
助成する。
●コンパクトシティ計画の立案　（計画立案経費、
外部人材招聘経費、外部人材招聘旅費、委員長
説明旅費）：16,112千円

社会増減数 588人減

産業政策課

都市計画課

空き家対策
室

新規創業者数 18人

空き家・空き地
バンク成約件
数

　18件



事業費
（千円）

実施内容
事業費
（千円）

実施内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 7,504千人 7,603千人 7,702千人 7,801千人 7,900千人

実　績

8,408千人

＜内訳＞
桐生市：
4,298千人
足利市：
4,110千人

目標値 210人 250人 310人 390人 490人

実　績 238人

目標値 100人 250人 450人 700人 1,000人

実　績 未実施

担当課・室

KPI（重要業績評価指標）

予算上の事業名

日本遺産を核としたヘリテー
ジツーリズムを、桐生市と足
利市とが連携し広域周遊観
光の促進事業として実施。

ヘリテージツーリ
ズムによる桐生＆
足利の広域周遊
観光促進事業『東
武グループ連携～
Happy　Happy　プ
ロジェクト』

※足利市との広域
連携事業

観光交流課

7,405千人

※桐生市
と足利市
の観光客
入込客数
の合計

200人

０人

未実施

■ビックデータを活用した交流人口調査事
業　事業費　2,500千円
　ＲＥＳＡＳ等を活用し、観光客動向調査に
よる地域経済分析と合わせて、両地域の観
光客に対するアンケート調査を行い、誘客
宣伝事業のターゲットの絞込みや周遊コー
スの分析を行い本プロジェクトの方向性を
確定し、今後の各種事業の戦略の基礎を固
める。

■日本遺産周遊まちなかバス運行事業
事業費　3,500千円（桐生市のみ）
　産学官連携により開発した、低速電動コ
ミュニティーバス（MAYU）を土日祝日を中心
に、市内イベント時と桐生市内にある日本
遺産の構成資産や絹遺産を周遊する定期
コースで運行し、ヘリテージツーリズムを推
進する。また、ＭＡＹＵをＰＲすることにより、
バスの製造の受注を助長し、両市の部品
メーカーを活性化させる。

■観光ガイド養成事業　　事業費　1,000千
円
　まち歩き観光ガイドの養成講座として、両
市周遊を促すサービスを提供できるよう情
報の共有化など研修を行う。また、人材確
保のための両市の市民向け観光講座も実
施し、観光ガイドの人材確保、養成を同時
に行う。

■ヘリテージツーリズム促進ファムトリップ
事業　　事業費　1,000千円
国内の旅行エージェントを招聘し、両市の日
本遺産を中心に観光周遊プランを紹介し、
旅行商品の造成を図る。
平成29年度の実施回数は１回で1泊2日で、
招聘人数は１０名～１５名。

■海外向け海外ＰＲＰＶ制作及び映像によ
る情報発信事業　3,500千円
台湾や中国、タイなど東アジアを中心に、プ
ロモーション映像（テレビＣＭ）を制作する。
平成29年度は、制作費及び国内配信、ユー
チューブ等の配信を行う。

■両市周遊化促進パンフレット作成事業
事業費　10,000千円
両市の観光パンフレットを作成する。世界の
歩き方など、専門誌により、制作する。
７ヶ国語（日本語、英語、中国語（繁、簡）、
韓国語、フランス語、イタリア語、ポルトガル
語）
平成29年度は、多言語の基本となる日本語
版を作成する。各市10万部　合計20万部

■郷土伝統芸能八木節の映像資料作成及
び上演事業　2,000千円
両市共通の郷土芸能である【八木節】の、
踊り方を紹介する多言語による映像資料と
パンフレット作成のほか、八木節の上演を
行い、新たな観光資源を創造する。

※各事業費は桐生市単独事業を除き、足
利市との合計金額（桐生市分1/2）

観光入込客数
（外国人含む）
※毎年99,000
千人増

東武鉄道新桐
生駅電動アシ
スト付自転車の
利用件数

桐生足利周遊
観光旅行商品
の販売実績

観光推進事業
（H28）

広域周遊観光促
進事業(H29)

150

No 施策・事業名 概　要

2

平成28年度 平成29年度

■、桐生市と足利市市長によるトップセー
ルスの実施
都内の旅行エージェントや新聞、雑誌記
者、テレビ関係者を50名程度招き、桐生
市、足利市の両市長による観光プレゼン
テーションを都内で行う。日本遺産をはじ
めとする、観光情報を発信するとともに物
産品を紹介し、周遊プランによる送客を促
す。また、今後取り組む両市の連携事業
を発表し、協力を求めるキックオフセレモ
ニーと位置づける。

13,500



事業費
（千円）

実施内容
事業費
（千円）

実施内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 542,000人 548,000人 553,000人 558,000人 563,000人

実　績 549,485人

目標値 18,500人 19,300人 20,400人 21,500人 22,100人

実　績 16,190人

目標値 0件 30,000件 45,000件 55,000件 65,000件

実　績 未実施

No 施策・事業名 概　要 予算上の事業名

平成28年度 平成29年度 KPI（重要業績評価指標）

担当課・室

3

赤城山観光振興
のためのＤＭＯ振
興事業

※前橋市との広域
連携事業

　本年度、特定非営利活動
法人『赤城自然塾』が観光地
域づくり組織である日本版
DMOの申請を行い、同地域
のDMO機能として観光振興
活動を行う。また、現在実施
している前橋市の委託事業
『赤城山ツーリズムモニター
事業』、多機能ポータルサイ
ト開設により、同地域での新
たな価値を産み出し地域資
源として充実させ活性化に結
びつける。『東京から2時間
首都圏の週末リゾート　”
NATUER EDUCATION
RESORT”』を軸とし、四季を
通じ自然をそのまま活用した
プログラムを創出する。第一
ターゲットは、「子供を含めた
国内家族」を設定し、自然保
護活動を取り入れた目的志
向の体験型ツーリズムの新
たな観光プログラムを創出
し、ニーズの把握を行いなが
ら着地型観光を目指す。第二
ターゲットは、「国内外の
ウォーキングとサイクリング
愛好者」を設定し、「古道」を
再利用した新たなコースを創
出し着地型スポーツ観光を
目指す。観光地域づくりを行
うに当たり産官学連携体であ
る赤城山エコツーリズム推進
協議会や地域との連携をさら
に拡大し、地域資源を活用し
た多種多様なプログラムを作
り子供を含めた国内家族向
けで、週末型・目的志向の体
験型ツーリズムを確立しブラ
ンドイメージの構築や、旅行
商品企画、体験型観光の充
実、ワンストップ販売システ
ム開発、インバウンド需要の
取り組みなどを推進するとと
もに、各交通機関や道路等
のサイン計画と誘導整備を
行い魅力ある地域づくりを行
い観光客の増加を狙う。

赤城山観光振興
事業

『DMO推進準備』　委託費　　計5,349千円
【内訳】
①赤城山ツーリズムモニター事業　3,200
千円
H28年7月度より前橋市の委託事業として
特定非営利活動法人『赤城自然塾』が9つ
の事業を行う。　　　　　　　　　　赤城山・周
辺地域の新たな観光振興をはかるため、
目的別のモニタリング事業を開催して、赤
城山の魅力をより顧客視点で客観的に評
価するにより、解決すべき課題を認識・共
有化しDMO事業化への課題解決やノウハ
ウの蓄積を行う。
②多機能ポータルサイト制作費　2,149千
円
DMO事業化へ向け赤城山・周辺地域の魅
力を発信、共有化、ツアー申込みができる
多機能的なポータルサイトを開設する。
・企画手数料100千円
・PC版制作費　1,080千円
・スマートフォン版制作費510千円
・保守管理費（半年）300千円
・消費税１５９千円

※桐生市予算事業はなし

2,000

『DMO事業補助金』　計25,960千円
【内訳】
①DMO体制作り　12,500千円
・DMO事業のマーケティングやマネジメン
ト等を行う専門家を投入し体制を強化す
る。
（人件費7,000千円　・管理経費900千円）
観光メニューの開発造成、事業企画を立
案する。
（開発企画費1,100千円）
・DMO企画協議会運営費
定期的な協議会を開催し、研究会や地元
住民ガイドのスキルアップ教育等の実施
をする。
（運営費500千円）
・自然体験、農村体験など観光資源に応
じた各種ガイドブック的なパンフレットを作
成する。
（パンフレット等作成費3,000千円）
②多機能ポータルサイト運営・管理　　運
営管理費4,960千円
・DMO事業の広報活動として、取材・動画
作成・FACEBOOK・TWITTER発信をし観
光地域づくりを促進させる。
（人件費3,500千円・通信費３６０千円・
ポータルサイト保守管理費600千円・管理
費500千円）
③インバウンド対策費　　2,000千円
・ポータルサイト多国語対応（英語版）
④市場調査　　調査費500千円
専門家・有識者による赤城山の古道や古
民家の調査を行い、ロングトレイルや農家
民泊を新たな地域資源として活性化に結
びつける。
⑤モニターツアー実施　　6,000千円
・地域資源を活かした体験プログラムによ
るモニターツアーを実施し、ニーズの検証
等を行なう。

※桐生市分
『DMO事業補助金』
計2,000千円
【内訳】
①各種パンフレット作成費
1,000千円
②モニターツアー実施
1,000千円

赤城山大洞地
区　観光客数

540,000人

観光交流課
赤城温泉郷
入湯者数

18,100人

多機能ポータ
ルサイト　アク
セス数

0件

未実施


